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１ 実証運行計画概要（案） 

■運行サービス水準（案）のまとめ 

実証運行期間 
平成 30年 12月頃から平成 32年３月頃（予定、１年４ヶ月間程度） 

※運行開始時期、実験期間については、運行に要する準備や許認可手続き、

地域との協議・調整及び財源などにより変更する場合がある。 

運
行
サ
ー
ビ
ス
水
準 

運行エリア 長狭地域内全域 

配車システム 非ＩＴ型（タクシー無線等による配車） 

運行日 
週２日程度（平日のみ） 

※予約がない場合は運休。地域との協議のうえ決定。 

運行時間帯 

・便数 

運行時間帯：午前８時から午後５時までの間で設定 

運行便数 ：８便/日 程度 

乗降方式 

ドア・ツー・ドア方式を基本とし、その区域内に乗降場所を設ける 

・利用者の自宅と、運行エリア内の医療機関や商業施設、公民館な

どを乗降場所として設定する。（登録者の自宅及び設定した乗降場

所以外には停車しない） 

【共通乗降場所候補地（例）】 

・買物施設：おどや長狭店、コメリ鴨川長狭店、寿しや、ヤックス

ドラッグ鴨川長狭店、みんなみの里 

・病  院：市立国保病院 

・公共施設：大山公民館、吉尾出張所・吉尾公民館、主基公民館、

大川面運動場 

・郵 便 局：金束郵便局、鴨川寺門郵便局、長狭郵便局 

・金融機関：ＪＡ安房長狭支店 

・乗換拠点：みんなみの里（重複） 

※共通乗降場所は、今後、地域住民や施設側と協議の上で決定 

運賃 

・大人 500円 

・小学生、身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保護福祉手帳・ノ

ーカーサポート優待証の所持者、精神障害者保健福祉手帳の交付を

受けた方及び介護者は半額 

・未就学児は、保護者同伴の場合は無料 

運行車両 

普通乗用車タイプ１台 

※長狭地域内の交通事業者の営業所がないため、運行車両の駐車スペース

や運転手の休息時間、配車までの移動時間を考慮し、長狭地域内に待機

場所（候補地：みんなみの里）の設置を検討する。 

利用方法 

利用希望者は、事前に登録する。利用は登録者を対象に事前予約制。 

【予約方法】 

・電話 

【予約受付時間】 

・乗車の１週間前から当日までに予約 

・１便目は前日の予約センター開設時間内までに予約 



- 2 - 

【予約受付センター開設時間】 

・毎日 午前８時から午後５時まで 

※予約受付時間、開設時間は今後交通事業者と相談した上で決定 
 

 

■年間運行収支の試算 

収入 889,000円  

 
運賃収入 790,000円 年間利用者推計人数 1,976人の 80％×500円 

運賃収入（割引分） 99,000円 年間利用者推計人数 1,976人の 20％×250円 

経費（初年度） 4,659,320円 ※初期費用含む 

経費（２年度目以降） 4,014,320円 ※運行経費のみ 

 

初期費用 645,000円  

 

普及広報経費 300,000円  

利用登録経費 100,000円  

車両環境整備費 100,000円  

乗降場所作成費 45,000円  

その他 100,000円  

運行経費 4,014,320円  

 

車両借上料 2,600,000円 25,000円/日(県内事例平均)×104日 

オペレーター人件費 814,320円 870円/時(県最低賃金)×９時間×104日 

通信費 360,000円 30,000円/月×12ヶ月（電話、郵送料等） 

その他事務経費 240,000円 20,000円/月×12ヶ月（登録事務、PCリース等） 

収支 △3,125,320円 収入－経費（運行経費のみ） 

収支率 22.1％ 収入／経費（運行経費のみ） 

 

 

 

 

 

■利用者登録のイメージ図 

 

 

 

 

  

１ ２ ４ ３ 
申請用紙を入手 

｢利用登録申請書｣の

用紙を、次の方法で

入手する。 
・市政協力員による全

戸配布 

・市役所、出張所など

の窓口 

・市ホームページから

ダウンロード など 

必要事項の記入 

・登録申し込み 

｢利用登録申請書｣に

必要事項を記入し、次

の方法で申し込む。 
（※登録料は無料） 
・ファクシミリ 

・郵送 

・持参 

申請内容の登録 

届出のあった｢利用登

録申請書｣の内容を確

認及び登録する。 

登録証カードの

発行 

登録内容に基づき、申

請書受付後、１週間程

度で登録証カード及

び利用案内を送付す

る。 
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■利用方法イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■利用登録申請書（茂原市の例）      ■利用登録証カード（坂東市の例） 

 

 

 

  

４ 

ド
ラ
イ
バ
ー
に
指
示 

電
話
で
予
約 

指
定
す
る
降
車
ポ
イ
ン
ト
へ 

到着（それぞれの

目的地へ） 

ド
ラ
イ
バ
ー
に
指
示 

電
話
で
予
約 

帰るとき 

３ 

○○さんですね。10 時の
予約を受付けました。乗車
ポイントで待っていて下
さい。 

予約受付係 

２ 
予約受付 
（運行事業者） 

○日の 13 時にみんなみ

の里から降車ポイントま
で予約をお願いします。 

１ ２ 

出かけるとき 

（表面） 

（裏面） 

○○さんですね。13 時の
予約を受付けました。 
みんなみの里で待ってい
て下さい。 

予約受付係 

電話で予約する 

（登録番号、氏名、予約時間 

乗車・降車ポイント等） 

予約受付 
（運行事業者） 

送迎（順番に乗車

ポイントへ） 

電話で予約する 

（登録番号、氏名、予約時間 

乗車・降車ポイント等） 

○日10時にみんなみの里

までお願いします。 

１ ３ 
送迎（順番に乗車

ポイントへ） 

４ 
到着（それぞれの

目的地へ） 

スーパーへ 

病院へ 

指
定
す
る
降
車
ポ
イ
ン
ト
へ 
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２ 運営方法 

（１）実施体制 

持続可能な新たな公共交通システムを実現するためには、地域の現状や課題を良く知る「地

域住民」が積極的に関与し、取り組んでいくことが重要であり、市や運行事業者とともに実際

の運行に向けた検討、協力を行う組織として、自治会代表者などで構成された地域協議会を設

立することとする。 

新たな公共交通システムを支える「地域住民」、「交通事業者」、「行政」の三者がそれぞれの

役割を認識し、協働による運行を実現することにより、地域のニーズに合致した利用しやすい

公共交システムの運行を目指す。 

■長狭地域・実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）委託方式 

①運営主体 

まちづくりの各種施策との連携を図るとともに、地域の実情やニーズに合わせた地域公共

交通を実現し、地域住民との協働による取組みを推進するため、運営主体は鴨川市とする。 

②運行事業者 

各種システムの利点・欠点、鴨川市における路線バスやコミュニティバスなどの利用状況、

人口集積状況、道路や地理的状況等を考慮し、運行方式を乗り合いによるデマンド型交通（区

域運行型）と決定したことから、導入する新たな公共交通システムの道路運送法上の位置づ

けは、一般乗合旅客自動車運送事業となる。 

一般乗合旅客自動車運送事業は、道路運送法において、原則、一般乗合旅客自動車運送事

業の許可を取得した者が運行するものとされていることから、委託する運行事業者は、一般

乗合旅客自動車運送事業を行っている者又は同事業の許可を取得する見込がある者とする。 

地域協議会 

○実証運行計画に対する合意形成 

○周知チラシ配布（回覧）や利用の呼び掛

けなど利用促進活動 

○実証運行に対する地域住民の意見集約、

アンケート調査等への協力 

 

【運行主体】交通事業者 

○利用登録申請等の手続き 

○利用登録者の情報管理 

○運行業務・運行管理 

○車両の提供 

○予約受付・配車計画の作成 

○利用状況の報告 

【運営主体】鴨川市（行政） 

○交通事業者への運行業務委託 

○関係機関との調整（交通事業者等） 

○初期投資費、運行経費に対する支援 

○市広報誌や周知チラシの作成等、利用

促進に係る支援 

○利用登録状況や利用状況の集計・分析 

３者の協働による新たな 

公共交通システムの実現 
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③運行事業者の選定方法 

新たな公共交通システムの運行を委託する運行事業者の選定方法は、安全性や利用者の利

便性など多角的な観点から選定する。 

■運行事業者の選定方法 

 メリット デメリット 

競争入札方式 

 

 

・選定方法が簡便。 

・運行経費が低くなる可能性があ

る。 

・安全性など業務遂行能力の面で問

題が生じる懸念。 

 

企画提案方式 

（プロポーザル） 

 

・価格だけでなく、安全性や利用者

の利便性、体制等総合的な評価に

より選定が可能。 

・選定方法など手続き等が複雑で、

時間を要する。 
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３ 運行評価方法（運行継続・運行改善・運行終了） 

（１）運行評価の手順 

新たな公共交通システムは、実証運行期間中の利用実績（登録者数、利用状況等）や収支状

況、各種調査結果等を確認した上で、「運行継続条件」を満たす見込みである場合は、本格運

行へ移行する。 

万が一、運行継続条件を満たさない場合は、地域協議会及び鴨川市地域公共交通会議におい

て、運行改善策（便数、運行形態等の見直しなど）や利用促進策の検討を行い、必要に応じて、

実証運行の延長を含めて協議するなど、運行継続の可否を判断する。 

なお、本格運行へ移行した場合でも、毎年、運行実績の検証を行い、継続や見直し、終了の

可否を地域協議会及び鴨川市地域公共交通会議で協議し、判断する。 

■運行評価の手順（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

未達成 

【平成 30年 12月～平成 32年３月（予定）】 地域協議会及び鴨川市地域公共交通会議での審議 

運行継続 運行継続条件の達成度 

【平成 32年４月～（予定）】 

実証運行の延長 

運行終了 

達成 

未達成(2ヶ年度目) 

運行改善策（運行形態、

エリア、便数、乗降場所
の修正等）、利用促進策の
実施 

地域協議会及び鴨川市地域公共交通会議での審議 

達成 

運行継続条件の達成度 

運行計画の見直し・検討 

※運行の見直し・検証は随時実施 

本格運行 

鴨川市新たな公共交通システム実証運行開始 

運行計画の見直し・検討 

・利用実績 

・市民意見収集 

（アンケート調査、 

意見交換会 等） 

未達成(1ヶ年度目) 

中間報告 

【評価基準（運行継続条件）】 

収支率２０％以上（＝運賃収入 802,864円以上） 
※稼働率や一日当たりの乗車人員なども包括条件として設定することも検討します。 

※運行サービス水準（案）、利用者需要推計等による試算結果：22.1％ 

（参考）他自治体のデマンド交通等の運行継続条件 
伊豆の国市 《本格運行開始条件》 

・乗車密度：1.3人/便以上 

・稼働率：25％以上 

 

《運行継続条件》 

・乗車密度：1.5人/便以上 

・稼働率：30％以上 

・収支率：37％以上 

相模原市 ・乗車密度：1.5人/便以上  ・稼働率：50％以上 

三原市 ・収支率：10％以上 
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（２）関連調査 

新たな公共交通システムの利用ニーズや利用傾向、運行の効率性・安全性、事業収支等を把

握するため、実証運行期間中に各種調査を行い、その結果を検証した上で、本格運行について

検討する。 

■関連調査概要（案） 

 調査方法等 主な調査項目 

平
成
３
０
年
度 

利用登録者数 － ・月別利用登録者数の推移（地区別、年代別等） 

利用実績 ・運行事業者による日報

を基にデータ整理 

・利用者数（延利用者数、日及び便当り利用者数、

実利用者数（特定の利用者かどうか）、曜日別

利用者数、年代別・地区別利用者数等） 

平
成
３
１
年
度 

利用登録者 

アンケート調査 

・対象者： 

利用登録者全員 

（世帯代表者に配布） 

・調査方法： 

郵送配布、郵送回収 

・回答者属性（性別、年齢、居住地） 

・利用状況（利用有無、利用しなかった理由、利

用頻度、利用目的等）、利用登録をした理由、

利用しなかった理由 

・運行サービスに対する満足度・改善点（行き先、

運行日、運行便数、運賃、予約受付等） 

・もっと使いやすくするために必要なサービス

（共通乗降ポイントの追加、便数の増加、予約

受付時間の拡大等） 

・今後の利用意向 

地域住民 

アンケート調査 

・対象者： 

運行エリア内地域

住民 

・調査方法： 

郵送配布、郵送回収 

➡主に利用登録者以外の潜在需要、ニーズの把握 

・回答者属性（性別、年齢、居住地、職業等） 

・利用状況（利用有無、利用目的、利用頻度、運

行サービスに対する満足度、利用しない理由

等） 

・維持・確保のあり方（取組みの方向性等） 
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４ 広報活動 

新たな公共交通システムの実証運行の開始に合わせて、幅広く市民への周知を図るため、次

の方法により広報活動を行っていく。 

○新たな公共交通システム用チラシの作成・配布（自治会回覧、主要施設への留置き配布） 

○鴨川市、交通事業者等のホームページへの掲載 

○市広報誌への掲載  など 

（参考）勝浦市デマンド交通チラシ 

  

（参考）君津市デマンド交通チラシ 
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 新たな公共交通システムの導入に向けたスケジュール ※平成 30年 12月実証運行を開始した場合で、変更する場合があり得る 

■平成 30年度 新たな公共交通システムスケジュール 
 平成 30年 平成 31年 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

新たな公共交通システム実証運行 

            

新たな公共交通シス

テム準備 

共通乗降場所の協議・調整 

共通乗降場所の設置 

            

利用登録者申請書・利用登録カードの作成 

利用登録者の呼びかけ・周知 

 

 

 

           

車体用マグネットシート 

 

 

 

           

周知・広報 

チラシ 
 

 

           

広報誌 
 

 

      

● 
    

ホームページ 
 

 

           

回覧版 
 

 

           

運行事業者との契約 

   事業者 

選定手続き 契約 

       

許認可申請手続き等 

            

地域協議会の開催等 

 

● ●  

 

 

 

● 

  

 ● 

鴨川市地域公共交通会議の開催 

 

● ●  ●     ●  ● 

  
 

原稿作成・印刷 配布 

平成 30年 12月頃 

～平成 32年３月頃（予定） 

利用登録者の呼びかけ・周知 

地域協議会 

の準備 

約２～３ヶ月程度 

作成・設置 協議・調整 

利用登録申請書 

・利用登録カードの作成 


